19セキキマツ スコットランド ニオケル アイルランド イミン ノ カゾク コウゾウ by 清水 由文 et al.
１. は じ め に
エンゲルスはアイルランドの1845年の大飢饉と同年に刊行した 『イギリスにおける労働者
階級の状態』 で主にイングランドへのアイルランド移民の家族生活をリアルに描写している｡
当時イングランドではロンドンに12万人, マンチェスターに４万人, リヴァープールに３万
4000人, スコットランドではグラスゴーに４万人, エディンバラに２万9000人の貧しいアイ
ルランド人が居住していたことをあげているが1), ここではイングランドにおけるアイルラ
ンド人の悲惨な家族生活に関する記述を以下のように引用しておきたい｡
｢地下室に住んでいる家族の大多数は, ほとんどどこでもアイルランドの出身である｡ 要
するにアイルランドはケイ博士のいうとおり, 生活必需品の最低限がなんたるかを見つけだ
したのであり, いまやそれをイングランドの労働者に教えているのである｡ 不潔と飲酒癖も
アイルランド人が持ち込んだ｡｣2)
｢家そのものののなかがどれほど不潔で, 住み心地悪いかは, 想像だにできない｡ 家具に
はアイルランド人は慣れていない｡ ひとかたまりの藁と, 服として完全にだめになってしま
った, わずかばかりのぼろさえあれば, 寝床には十分なのである｡ ひと切れの材木, こわれ
た椅子, テーブルのかわりの古い箱, これ以上のものをアイルランド人は必要としない｡ １
個のやかん, いくつかの深鍋と皿, これだけあれば, 寝室兼居間でもある台所の用品として
は十分である｡｣3)
｢海の向こうにある彼らの粘土小屋には4), 家事全般にあてられた場所は屋内にたった一
部屋しかなかった｡ イングランドでも, アイルランド人の家族は一部屋以上を必要としない｡
こうして, いまやすっかり一般的となっている, たった一部屋に多数のものをつめこむこの
習慣も, 主としてアイルランド人の移住によってもちこまれたものである｡｣5)
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1) エンゲルス 『イギリスにおける労働者階級の状態』 (一條和生・杉山忠平訳), 岩波文庫, 1990,
180.
2) 同書, 1823.
3) 同書, 1834.
4) 粘土小屋というのはアイルランドの当時の主に１部屋からなる家屋のことをさしている｡
5) 同書, 1845.
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これらの引用からスコットランドにアイルランド移民がすでに居住し生活していたこと,
当時のアイルランド移住元の家族生活とイングランドでのアイルランド移民の家族生活の比
較社会学的記述により, 同じことがスコットランドのアイルランド移民にも該当するだろう
ということ, さらにアイルランド移民の住居およびそこでの生活状況を十分うかがうことが
できるのである｡
これまでアイルランド移民研究では1845年の大飢饉以降急激にアイルランド移民が増加し
たと解釈されてきたのであるが, 最近では大飢饉以前よりアイルランド移民は常態化してい
たというのが定説になっている｡ たとえば前述したエンゲルスの記述や182530年でアイル
ランドの32州から11万人, 183140年で39.5万人が移住していることからもそれは明らかで
ある6)｡ そして本稿の対象時期である1881年にはアイルランド人はすでイングランド・ウェ
ールズに56.2万人, スコットランドに21.9万人, アメリカに185.5万人, カナダに18.6万人,
オーストリアに21.3万人, その総計303.4万人がすでに移住先で生活していたのである7)｡
本稿は大飢饉から一世代後の1881年におけるスコットランドのアイルランド移民が対象で
あり, とくにアイルランド移民の家族構造に焦点がおかれている｡ したがって大飢饉の時期
に移住したアイルランド移民の家族構造がいまだ明確にそこに反映されているものとみてよ
い｡ しかしここではエンゲルスによるアイルランド移民の家族生活のようなリアルな質的記
述をすることはできないが, 逆にエンゲルスができなかったアイルランド移民の家族構造を
センサスデータで数量的に明らかにすることが可能であると考える｡
ところで筆者は1880年代の人口センサスをデータとしてイングランド・ウェールズ, スコ
ットランド, アメリカ, カナダの３カ国においてアイルランド人の移民の家族構造がどのよ
うに受入れ国に融合していったのか, あるいは隔離されていたのか, また受入れ国の家族と
どのような違いがそこに認められるのであろうかという問題を当面の研究目標としているが,
本稿はその目標における１つの作業なのである｡ そして筆者は前稿8) においてイングランド
・ウェールズにおけるアイルランド移民の家族構造の概要をすでに報告した｡ ここではスコ
ットランドにおけるアイルランド移民の家族構造の検討が中心的課題となるであろう｡ 本来
イングランド・ウェールズにスコットランドを含めたグレートブリテンにおけるアイルラン
ド移民がテーマとされるべきと思われるが, それは別の機会に譲りたい｡
２. アイルランド移民家族研究の理論的視角
① アイルランド移民研究のアプローチ
アイルランドの移民研究にはこれまで膨大な研究が蓄積されており, ここではそれを検討
することは筆者には不可能であるし, その余裕もここではない｡ しかし, これまでのアイル
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6) 富岡次郎, 『現代イギリスの移民労働者』, 明石書店, 1988, 59.
7) Eire, Commission on Emigration and Other Population Problems, 19491954 Reports, The Stationary
Office, 1954, 126.
8) 拙稿, ｢人口センサスによる新しい家族史研究｣, 『桃山学院大学総合研究所紀要』, 311, 2005.
ランド移民の先行研究に関して簡単な方向性を見ておくと, そこには２つのアプローチが認
められる｡ すなわち, 一方で移民送出元であるアイルランドの人口学的, 経済学的, 社会学
的, 宗教学的アプローチ, 他方で移民受入れ国におけるアイルランド移民の人口学的, 社会
学的, 経済学的, 政治学的, 宗教学的アプローチがそれぞれ受入れ国単位で検討されてきた
ように思われる｡ これら２つのアプローチの研究を大まかに列挙すれば次のようになるだろ
う｡
前者のアプローチとして W. J. Smithによる ｢アイルランド移民, 17001920｣ 9) という論
文ではアイルランドからの移民数, アイルランド移民のプッシュ要因とプル要因, 移民と移
民先の宗教の関連性, 女性の移民, 輸送手段, 受け入れと居住, 統合と隔離, 移民と資本移
動, 移民と政治運動が項目として取り上げられており, そこではこれまでのアイルランド移
民の研究項目が整理されているのである｡ また D. Fitzpatrickによる 『18211921年における
アイルランド移民』10) は小冊子であるが, それは誰が, なぜどのようにアイルランドから移
住したのかがコンパクトにまとめられている｡ それ以外に D. Fitzpatrickによる 『新しいア
イルランド史, 第５巻』 に含まれた ｢移民, 180170｣11) の論文がある｡
さらに R. E. Kennedyによる 『アイルランド人 移住, 結婚, 出生率』12), S. H. Cousens
による ｢アイルランドにおける移住と人口変動｣13) と ｢アイルランドにおける人口変動の地
域的ヴァリエーション｣14) の論文, T. J. Hatton and J. F. Williamsonによる ｢飢饉のあと：ア
イルランドからの移住, 18501913年｣15), J. H. Johnsonによる ｢移住のコンテキスト：19世
紀におけるアイルランドの事例｣16) の論文などは人口移動を中心とした研究であろう｡ した
がって移民送出元であるアイルランドの研究として人口学的研究が比較的多いものといえよ
う｡
つぎに後者のアプローチに関連する文献をあげれば, イギリスにおけるアイルランド移民
を取り上げた代表的な研究として, A. Redfordによる 『イングランドにおける労働移民,
18001850年』17), J. A. Jacksonによる 『ブリテンにおけるアイルランド人』18), R. Swift and S.
Gilley編の 『ブリテンにおけるアイルランド人, 18151939』19), W. J. Loweによる 『ヴィク
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9) William J. Smyth, Irish Emigration, 17001920, in P. C. Emmer and M. Morner (eds.), European Expan-
sion and Migration, Berg, 1992, 4978.
10) D. Fitzpatrick, Irish Emigration 18011921, Dundalgan Press, 1984.
11) D. Fitzpatrick, Emmigration, 180170, in W. E. Vaughan (ed.), A New History of Ireland, V, Ireland Under
The Union, 1･180170, Oxford University Press, 1989, 562622.
12) Robert E. Kennedy, Jr., The Irish, University of California Press, 1973.
13) S. H. Cousens, Emigration and Demographic Change, Economic History Review, Vol. 14, 1961, 275288.
14) S. H. Cousens, The Regional Variations in Population Changes in Ireland, Economic History Review, Vol.
17, 1964, 301321.
15) Timothy J. Hatton and Jeffrey G. Williamson, After the Famine: Emigration from Ireland, 18501913, The
Journal of Economic History, 533, 1993, 575600.
16) James, H. Johnson, The Context of Migration: the example of Ireland in the nineteenth century,
Transaction, The Institute of British Geographers, Vol. 15, 1990, 259276.
17) Arthur Redford, Labour Migration in England, 18001850, Manchester University Press, 1964.
18) John Archer Jackson, The Irish in Britain, Routledge and Kegan Paul, 1963.
トリア中期ランカシャーにおけるアイルランド人』20), D. B. Bainesによる 『成熟経済におけ
る移民』21), D. M. MacRaildによる 『文化, コンフリクト, 移住 ヴィクトリア時代のカン
ブリアにおけるアイルランド人』22) や 『現代ブリテンにおけるアイルランド移民』23), T. M.
Devine編集による 『19・20世紀におけるアイルランド移民とスコットランド社会』24), S.
Fielding による 『階級とエスニシティー イングランドにおけるアイルランドカトリッ
ク』25) などがあげられよう｡
またアメリカにおけるアイルランド移民をとりあげた代表的研究として K. Kenny編集に
よる 『アイルランド系アメリカ人の新しい方向』26), K. A. Millerによる 『移住と追放』27) と
『アイルランド移民』28), A. Schrierによる 『アイルランドとアメリカ移住』29), K. Kennyによ
る 『アメリカ系アイルランド人』30) などをあげることができる｡ またカナダにおける代表的
研究として C. J. Houston and W. J. Smythによる 『アイルランド移民とカナダでの居住』31),
D. H. Akensonによる 『オンタリオ州におけるアイルランド人 １つの農村史研究』32), B. S.
Elliottによる 『カナダにおけるアイルランド移民 新しいアプローチ』33) などがある｡
さらにアイルランド移民をあらゆる角度から捉えている P. O’Sullivan編集による 『アイ
ルランドの世界的広がり』 シリーズ全６巻34) も挙げておかねばならないだろう｡ また日本で
は斎藤英里による一連の研究成果があるが, ｢19世紀イギリスにおけるアイルランド人移民
の特質｣35) の論文をあげておこう｡ ここではこれらの文献をそれぞれ検討することはできな
いが, 全体的に移民送出元のアイルランドと受入れ国の両者の比較論的アプローチは意外に
少なく, さらにアイルランド移民の家族を視野に入れた研究はほとんど見当たらないのであ
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19) Roger Swift and Sheridan Gilley (eds.), The Irish in Britain, 18151939, Pinter Publishers, 1989.
20) W. J. Lowe, The Irish in Mid-Victorian Lancashire, Peter Lang, 1989.
21) Dudley Baines, Migration in a Mature Economy, Cambridge University Press, 1985.
22) Donald M. MacRaild, Culture, Conflict and Migration, Liverpool University Press, 1998.
23) Donald M. MacRaild, Irish Migrants in Modern Britain, 17501922, St. Martin’s Press, 1999.
24) T. M. Devine (ed.), Irish Immigrants and Scottish Society in the Nineteenth and Twentieth Centuries, John
Donald Publishers, 1991.
25) Steven Fielding, Class and Ethnicity, Irish Catholics in England, 18801939, Open University Press,
1993.
26) Kevin Kenny (ed.), New Directions in Irish-American History, The University of Wisconsin Press, 2003.
27) Kerby A. Miller, Emigrants and Exiles, Oxford University Press, 1985.
28) Kerby A. Miller, Arnold Schrier, Brauce D. Boling and David N. Doyle, Irish Immigrants, Oxford
University Press, 2003.
29) Arnold Schrier, Ireland and the American Emigration 18501900, Dufour Editions, 1997 (1958)
30) Kevin Kenny, The American Irish, Pearson Education, 2000.
31) Cecil J. Houston and William J. Smyth, Irish Emigration and Canadian Settlement, University of Toronto
Press, 1990.
32) Donald H. Akenson, The Irish in Ontario, A Study in Rural History, McGill-Queen’s University Press,
1999 (1984)
33) Bruce S. Elliott, Irish Migrants in the Canada, A New Approach, McGill-Queen’s University Press, 2004.
34) Patrick O’Sullivan (ed.), The Irish World Wide, Volume 16, Leicester University Press, 1992~2000.
35) 齋藤英里, ｢19世紀イギリスにおけるアイルランド人移民の特質｣, 森廣正編 『国際労働力移動のグ
ローバル化』, 法政大学出版局, 2000, 1543. 齋藤の作成した表６から1841年当時, イギリスにおけ
るアイルランド生まれの者が41万人であったことがわかる｡ 25.
る｡
② アイルランド移民の家族構造研究の理論的仮説
アイルランド移民の家族研究には移民送出元のアイルランドの家族史的研究をベースに受
入れ国でのアイルランド移住者の家族の適応および伝統性の維持あるいは変化を追究すると
いう比較家族史的研究の視角が必要であるといえる｡ まずここではそのようなアプローチの
先行研究としてリーズ (L. H. Lees) による 『アイルランドからの追放 ヴィクトリア期の
ロンドンにおけるアイルランド人の移住』36) を取り上げたい｡ リーズによる研究を検討する
理由はヴィクトリア時代において送出元のアイルランドの家族と移住先のロンドンにおける
アイルランド移民の家族を比較社会学的に捉えているからである｡
リーズはロンドンの1851年と1861年のセンサス原簿のサンプルをデータとしてロンドンで
一番アイルランド移住者が多いといわれるセントギルズ (St. Giles), ホワイトチャペル
(Whitechapel), セントオラブ (St. Olave) の３教区を調査対象地区としてそれらの家族構
造を追究している｡ リーズによればアイルランドの家族は基本的に都市, 農村ともに核家族
であり, 家族周期により核単位を越えた親族を含むことがあるという見解を提示しており37),
そこから判断すれば, 彼女のスタンスは核家族論的アプローチであるとみてよい｡ そしてカ
ーニィ (F. J. Carney) によるセンサスのサンプル・データ38) に基づいた1821年におけるレ
ンスター, アルスター, コノハトの５州における世帯サンプルによるとほぼ70％が核家族で
あり, それらに対して1821年に中部アイルランドと西部アイルランドで17.2％が拡大家族で
あったものの, それが世帯主のライフサイクルに基づくものであり, しかも世帯主の65歳が
ピークであることをリーズは明らかにしている39)｡ そこからアイルランド農村家族における
支配的タイプが核家族であったと結論づけたのである｡ そこには世帯主と親族関係をもたな
いサーヴァント, 一時的訪問者, 徒弟を含んでいたこと, さらに1821年には5.05人, 1841年
には5.4人と家族規模が大きかったこと, それは子供数の多さ (1840年代のダブリンで4.5人,
農村地域で5.5人) に起因していることが指摘されている40)｡
他方, リーズはそのようにアイルランドの家族構造を検討した後, ロンドンにおけるヴィ
クトリア期のアイルランド移民の家族がアイルランドの飢饉以前の農村家族と類似して構造
化されているものとみる｡ すなわち多くの移民家族は親＋未婚の子供を単位とする核家族世
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36) Lynn H. Lees, Exiles of Erin, Cornell University Press, 1979.
37) Lynn H. Lees, op. cit. 124.
38) F. J. Carney, An Introduction to Irish Household Size and Structure, 1821 (未見), F. J. Carney
Household Size and Structure in Two Areas of Ireland, 1821 and 1911, in L. M. Cullen and F. Furet (eds.),
Ireland and France, 17th20th Centuries, Towards A Comparative Study of Rural History, Ecole des Hautes
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39) Lynn H. Lees, op. cit. 126.
40) Lynn H. Lees, op. cit. 128.
帯であり, 他の親族, 同居人, 一時的訪問者が世帯編成に加わる可能性があり41), そのよう
に一時的に逸脱した形態をとるとしても基本的には受入れ国の社会に適合させようとする核
家族規範にもとづいた世帯編成に調整作用が働くというプロセスが明らかされており, そこ
に彼女のアイルランド移民の家族構造研究の特徴が顕著に認められるのである｡
さらにロンドンにおけるアイルランド移民の家族規模はロンドン全体の家族規模より小さ
く, また飢饉以前のアイルランドの農村家族よりも規模的に小さかったことを明確化させて
いる42)｡ つまりアイルランド移民はロンドンへの移住後, アイルランドの農村社会よりもホ
スト社会の家族構造に類似させて適応していったのである｡ そして移住後のアイルランド移
民の家族規模は, 世帯主の年齢, 社会的, 経済的地位により変化がみとめられるものの, 移
民家族の平均規模は飢饉前のアイルランド家族よりは小規模であったと結論付けている｡
つぎに経済史のギナーン, モエリング, オグラーダ (T. W. Guinnane, C. M. Moehling and
C. Grada) による 『1910年のアメリカにおけるアイルランド人の出生率』43) を取り上げよ
う｡ 彼らはアイルランド人がアメリカの移住先で家族を小規模化させた説明変数として出生
力パターンをあげている｡ そこでは家族規模に関する興味深い仮説としてつぎの３点が提起
されている｡
すなわち第１にアメリカにおけるアイルランド人の家族はアイルランドでの農村と都市家
族より規模が小さく, 伝統的出生力パターンに明らかな出生力コントロールが作用している
とみている｡ 第２にそのようなコントロールにも関わらず, アイルランド系アメリカ人は大
家族を持続させようとしており, それはネイティブなアメリカ人よりも家族規模が大きく,
アイルランド系アメリカ人は大家族をそこに選択しているという｡ 第３にそのようなアイル
ランド系アメリカ人の出生力パターンは移民であるという結果に基づくものではなく, これ
らの高い出生率は移民集団におけるこれまでの人口学的特徴により説明されるべきであると
考えられている44)｡
そのような仮説にもとづいてアメリカへのアイルランド移住者の家族はアイルランドの残
留者家族よりも小家族であり, 平均子供数がアメリカでは少なく, アイルランドの都市より
も少ないことを指摘している｡ そしてアイルランドの移住元では出生力コントロールが実施
されていなかったが, アイルランド農村からアメリカへの移住者はそのコントロールを取り
入れ, アイルランドの農村家族や都市家族より小家族を選択したことが1910年のセンサスサ
ンプルで確認されている45)｡ とくにアイルランド移民の第１世代で平均出生子数が6.5人で
あったが, それが第２世代では4.9人に減少させていたのである｡ ちなみにそれはアイルラ
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41) Lynn H. Lees, op. cit. 130.
42) Lynn H. Lees, op. cit. 136.
43) Timothy W. Guinnane, Carolyn M. Moehling and Cormac Grada, The Fertility of the Irish in America
in 1910, Center Discussion Paper NO. 848, Economic Growth Center, Yale University, 2002.
44) Timothy W. Guinnane, Carolyn M. Moehling and Cormac Grada, op. cit. Abstract.
45) Timothy W. Guinnane, Carolyn M. Moehling and Cormac Grada, op. cit. 31.
ンド本国では都市部で6.9人, 農村部で7.7人であった46)｡ そのような出生力コントロールに
は結婚パターンの変化, つまり晩婚化と未婚化の要因もそこに影響しているものと見られる｡
以上においてリーズは移民元のアイルランドの家族的特性とロンドンへの移住後の家族的
特性の比較社会学的検討によりアイルランド移民における核家族支配説と小家族化を明らか
にしたのであり, ギナーン, モエリング, オグラーダはアイルランド移民家族の縮小化の原
因を出生力コントロールから説明しようとしたのであった｡ そのような知見を参考にして筆
者のスコットランドにおけるアイルランド移民の家族構造に関する仮説を以下において提起
しておきたい｡
筆者はアイルランドにおける1821年と1841年のセンサスデータによりアイルランド農村家
族の支配的家族形態が核家族であったことをすでに確認している｡ したがって筆者は19世紀
中期まで基本的にリーズの立場に異論はない｡ しかしアイルランドの家族は19世紀半ば以降
に大きく変化するのである｡ すなわち筆者はこれまでアイルランドにおける1821～1911年の
人口センサス個表を利用して19世紀から20世紀にかけての家族構造を検討してきた｡ アイル
ランドでは19世紀初頭から中期までアイルランドの家族構造は核家族世帯が支配的形態であ
ったが, 19世紀中期以降からの不分割相続への変化, 縁組婚の浸透により拡大家族世帯が増
加し, 特に直系家族を含む多核家族世帯の存在を20世紀初頭に確認することができた47)｡ と
ころが, アイルランド本土で直系家族形成および不分割相続から排除された継承者以外の家
族員はアイルランドで未発達な工業都市で就業するよりも海外への移住を求めたのである｡
そしてアイルラン移民は受入れ国の社会に適応する努力をしながら, それは個人単位によ
る適応よりむしろ家族を形成し, 家族単位で最大限の幸福を求めるために家族員全員が就労
する形態を選択し, できるだけ単純な家族編成による家族戦略をもとめたものと思われる48)｡
それゆえ家族構造も単純家族世帯が支配的構造になってくるのであり, 移住元の家族構造と
相違した家族形成を選択したのである｡ しかし他方では受入れ国の家族と相違する伝統的性
格やそれらを修正して独自な家族戦略を追求しようとしているところも認められるのである｡
それはたとえば出生率の減少, 子供の未婚化や晩婚化が家族戦略として選択されたことに現
れている｡ しかし, 先稿で明らかにしたように同じ血縁, 親族, 地縁などの同じ民族的アイ
デンティティを持つ人々を世帯編成に内包させることは移民家族で一般的にみられるのであ
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46) Timothy W. Guinnane, Carolyn M. Moehling and Cormac Grada, op. cit. 35
47) 拙稿, ｢19～20世紀におけるアイルランドの家族変動｣, 『桃山学院大学社会学論集』, 372, 2004,
714. 2005年11月にアメリカのポートランドで開催された ｢社会科学史学会大会 (Social Science
History Association)｣ でリーズと直接話し会う機会があり, 大飢饉以降アイルランド家族が核家族か
ら直系家族へ変化したことを直接口頭で説明したが, 彼女は私の説に賛同してくれたようである｡
48) 家族戦略 (family strategy) という概念が最近よく使われるようになった｡ 家族戦略の概念は結婚
のタイミング, 何人の子供を持つか, 拡大親族との居住, 家の外で働くべき人は誰なのかというよう
な場合のように, 家族成員を家族のポジションにどのように配置するのかを決定する分析に有効であ
るといえる｡ David, Cheal, The One and the Many: Modernity and Postmodernity, in Graham Allan (ed.),
The Sociology of the Family, Blackwell, 1999, 68. 最初に家族史研究で家族戦略の概念を使ったのはアン
ダーソンであろう｡ Michael Anderson, Approaches to the History of Western Family 15001914, 1980.
(M・アンダーソン, 北本正章訳 『家族の構造・機能・感情』, 海鳴社, 1988, 120136.)
り, スコットランドでもそれは明らかに認められたのである｡ そしてそれは一時的な家族の
ライフサイクルの一段階による世帯編成であると見るべきであろう｡ またそれらの人々を世
帯に内包させることも家族戦略の１つであったとみられよう｡
以上のようなスコットランドにおけるアイルランド移民に関する仮説にもとづいて以下に
おいてアイルランド移民の家族構造を検証したいのである｡ そこでまずそれを検証するため
に利用する1881年のセンサスデータをつぎに簡単に説明しておきたい｡
３. 1881年におけるスコットランドのセンサスデータ
本稿で利用するデータは1881年のスコットランドの人口センサスの個票であるが, それは
エセックス大学アーカイブ部門 (AHDS History, University of Essex) が所蔵するデータベ
ースである49)｡ イギリスの人口センサスは1801年に開始されるものの, 調査方法が確立され
たのは1841年以降のセンサスである50)｡ 1881年センサスは第９回のグレートブリテンのセン
サスであり1881年４月４日月曜日に実施されたものである｡ 表１のスコットランドのセンサ
ス個表にみられるように, 姓, 名前, 世帯主との関係, 結婚状況, 年齢, 性, 職業, 出生地,
身体状況, 登録地区, 教区, 住所 (市・町・村, ストリート, 家番号), 家の所有者名など
の項目が含まれている｡ エセックス大学アーカイブ部門はそれらの項目にもとづいて84の変
数を作成している51)｡ ここではとくに出生地 (アイルランド, スコットランド, イングラン
ドによる区分), 世帯主との関係, 結婚, 年齢, 性, ハメル・ラスレットによる世帯類型,
職業の変数が重要な変数になってくる｡ スコットランドの人口総数はセンサス報告書では
3,735,573 人であるが52), 個票データでは 3,741,017 人になっており, そこに少し違いが生じ
ている｡
なお本稿で重要変数と見ている出生地の変数に限界性があることも指摘しておかねばなら
ない｡ すなわち両親がアイルランド出生者であっても, 子供がスコットランド出生者である
可能性があり, 彼らはスコットランド出生者に含まれることになる｡ したがってそこから出
生地別の年齢構成, 子供の年齢構成などを算出することができないのであり, そこにこのデ
ータの限界性が認められるといえよう｡ さらにセンサスから移民の具体的出身地が明らかに
されないという問題もある53)｡ そのような問題点はあるものの, 各国の全体的レヴェルで利
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49) エセックス大学 AHDSのシューラー教授とウラード博士にデータベース利用の許可をいただいた
こと, またウラード博士にはデータの使用方法に関していろいろお教えいただことに深く感謝してお
きたい｡
50) イギリスのセンサス制度についてはヒッグスの研究を参照する必要がある｡ Edward Higgs, Making
Sense of the Census, Revisited, Institute of Historical Research, 2005.
51) Kevin and Matthew Woollard, National Sample from the 1881 Census of Great Britain 5%
Random Sample, Working documentation version 1.1, University of Essex, Historical Censuses and Social
Surveys Research Group, 2002.
52) Ninth Decennial Census of the Population of Scotland 1881, Vol. 1, x
53) Alan O’Day, Revising The Diaspora, in D. George Boyce and Alan O’Day (eds.), The Making of Modern
Irish History, Routledge, 1996, 195.
用できる資料はセンサスのみであり, 特に個票から各変数を操作することにより既存の報告
書では入手できない必要な結果が抽出できるという点で, これ以上貴重なデータはないと考
えている｡
４. スコットランドにおけるアイルランド移民の地域属性
まず1881年のセンサスデータにもとづいてアイルランド移民はスコットランドでどのよう
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表１．スコットランドセンサス個票 (1881年)
(出所) Ninth Decennial Census of the Population of Scotland, 1881, Vol. 1, 3031
な地域に居住していたのかを検討することにしよう｡ スコットランドの地方行政は複雑で
あり, 最近まで４回ぐらいの再編成が行われている｡ 1929年以前には33の州 (County
Councils), 201のタウン (Town Council), 869の教区 (Parish) があったのである｡ 1929～75
年までは, アバディーン, ダンディー, エディンバラ, グラスゴーの４都市は一層制の包括
的機能を持つ自治体であるとみなされ, それ以外の地域では二層制の体制がとられ, 教育,
社会福祉, 道路サービスを行う州と住宅, 環境衛生のサービスを行うバラ (市, Burghs)
とディストリクト (District Council) がおかれるという２層制へ変化する｡ 1975～96年まで
は９のリージョン (Regional Council) と53のディストリクトがあり, 1996年以降本土自治
体 (Mainland Councils) が29に区分されたのである54)｡ しかしわれわれが対象時期とする
1881年に州が33州55), 教区が869教区であったことを確認しておくだけでよいだろう (図１.
スコットランドの州区分地図参照)｡
表２はスコットランドの地域区分, 州別にアイルランド出生者, スコットランド出生者,
イングランド出生者に区分して示した人口分布である｡ それによれば, スコットランドの人
口は約374万人であり, スコットランド出生者は91.5％, アイルランド出生者は5.9％, イン
グランド出生者は2.5％であることがわかる56)｡ スコットランドにおけるアイルランド出生
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54) 『英国における自治体構造改革, スコットランド地域での1996年自治体再編の報告 (第１部)』, 自
治体国際化協会, 2000, 表１.1, 20世紀におけるスコットランド自治体の構成を参照.
55) この時期州数は33であると思われるが, Orkneyと Shetlandを１つにみなしている統計もあり, 最
終的に確認していない｡ たとえば, C. S. Loch, Poor Relief in Scotland, Arno Press, 1976, 340を参照.
56) Donald M. MacRaild, Irish Migrants in Modern Britain, 1999, 43.
(出所) http://en.wikipedia.org/wiki/Counties of Scotland
図１．スコットランドの州区分地図 (1890年)
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者の割合を1841年から10年毎に見ておくと1841年が4.8％, 1851年が7.2％, 1861年が6.7％,
1871年が6.2％であり, その割合は大飢饉時に一番多かったものの, 1881年には5.9％に減少
しており, 1901年には3.7％になっている｡ イングランド・ウェールズにおいても同様に
1881年以降アイルランド出生者は減少し始めている57)｡ そしてそれをイングランド・ウェー
ルズにおけるアイルランド出生者の比率と比較すれば, その割合は1881年で2.2％であり,
19世紀末スコットランドにおけるアイルランド移民の家族構造 39
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表２. スコットランドにおける地域区分・州別による出生地別人口分布 (1881 年, ％)
地域区分
アイルランド
出生者
スコットランド
出生者
イングランド
出生者
合計
北部地方
1 .Shetland 0.0 0.8 0.1 0.8
2 .Orkney 0.0 0.9 0.2 0.9
3 .Caithness 0.0 1.1 0.3 1.1
4 .Sutherland 0.0 0.7 0.2 0.6
小計 0.0 3.5 0.8 3.4
北西地方
5 .Ross & Cromarty 0.1 2.3 0.6 2.2
6 .Inverness 0.2 2.6 1.2 2.4
小計 0.3 4.9 1.8 4.6
北東地方
7 .Nairn 0.0 0.3 0.1 0.3
8 .Elgin 0.1 1.3 0.6 1.2
9 .Banff 0.1 1.9 0.4 1.7
10.Aberdeen 0.4 7.8 3.6 7.2
11.Kincardine 0.0 1.0 0.4 0.9
小計 0.5 12.3 5.1 11.3
東部中央地方
12.Forfar 5.7 7.3 4.9 7.1
13.Perth 1.0 3.7 2.3 3.5
14.Fife 0.7 5.0 2.8 4.7
15.Kinross 0.0 0.2 0.1 0.2
16.Clackmannan 0.1 0.7 0.5 0.7
小計 7.5 16.9 10.6 16.2
西部中央地方
17.Stirling 2.2 3.1 1.9 3.0
18.Dumbarton 3.8 1.9 1.7 2.0
19.Argyll 0.6 2.2 1.1 2.1
20.Bute 0.3 0.5 0.3 0.5
小計 6.9 7.7 0.5 7.6
南西地方
21.Renfrew 13.9 5.5 5.3 6.0
22.Ayr 6.5 5.9 3.7 5.9
23.Lanark 52.5 23.0 31.6 25.0
小計 72.9 34.4 40.6 36.9
南東地方
24.Linlithgow 1.5 1.2 1.3 1.2
25.Edinburgh 6.7 9.9 19.7 10.0
26.Haddington 0.7 1.1 1.2 1.0
27.Berwick 0.2 1.0 2.4 1.0
28.Peebles 0.2 0.8 0.6 0.7
29.Selkirk 0.3 0.7 0.7 0.7
小計 9.6 14.7 25.9 14.6
南部地方
30.Roxburgh 0.4 1.5 3.3 1.5
31.Dumfries 0.3 1.8 3.3 1.7
32.Kirkcudbright 0.4 1.2 1.9 1.1
33.Wigtown 1.1 1.1 1.0 1.1
小計 2.2 0.8 9.5 5.4
計 217595 3324506 90676 3632777
(出所) AHDS, Scotland 1881 Datafile
そこからスコットランドにおけるアイルランド移民の比率の高さが理解できるだろう｡ それ
には, ロンドンデリー, ベルファストからグラスゴーへの移民ルートによるスコットランド
への移民の容易さも影響しているものとみてよい。
つぎにアイルランド出生者の居住地の詳細を見ておくと次のようになる｡ スコットランド
の人口は南西地方に全人口の36.9％を占めているのに対して, アイルランド出生者はそこに
72.9％の集中分布が顕著に認められる｡ それを州単位で見ればグラスゴー (Glasgow), ゴヴ
ァン (Govan) などの工業都市を含むラナーク州 (Lanark) に全体の過半数以上の52.5％が
集中しており, ペーズリー (Paisley) が含まれるレンフルー州 (Renfrew) の13.9％, エデ
ィンバラ州 (Edinburgh) の6.7％, エアー州 (Ayr) の6.5％, フォーファー州 (Forfar) の5.7
％, ダンバートン州 (Dumbarton) の3.8％という順序であり, それらの５州で83.4％を占め
ていることがわかる｡ ラナーク州の集中度をイングランドにおけるランカシャー州の38.5％
と比較しても58), それはラナーク州の居住集中度の高さを強く示しているのである｡ 逆に北
部地方, 北西地方, 北東地方にほとんど移住していないことも理解されるのである｡ すなわ
ちスコットランドにおけるアイルランド出生者の居住地は局地的集中型であり, しかもそれ
はグラスゴー, エディンバラなどの都市部への集中的性格を強く持ったものだったといえる｡
そしてこれらの移民の送出元に関するデータはセンサス個表から入手できないが, それを見
ておくと, 1880年代はじめはスコットランドへのアイルランド移民はベルファストを含むア
ントリム州が80％を超えており, またそれ以降の18801910年の30年間の移民においても30
％以上がアントリムからであったことが明らかにされているのである59)｡
つぎにスコットランドに移住したアイルランド移民の家族構造を明らかにするためにまず
世帯規模から検討を始めよう｡
５. スコットランドにおけるアイルランド移民の家族構造
① アイルランド移民の世帯規模
一般に人口センサスは世帯を調査対象単位とみなしているが, ここでは世帯は ｢共同の住
居をともにする人々の集団｣ と定義されている｡ そしてエセックス・データでは世帯に含ま
れている夫婦家族数が構築変数として作成されている｡ まずそれをみておくと, スコットラ
ンド出生者の場合, １世帯が１夫婦家族単位である割合が, 87.2％, ２夫婦家族単位が3.3
％, ３夫婦家族単位が0.2％であるのに対して, アイルランド出生者ではそれが, 86.0％, 4.7
％, 0.5％をそれぞれ示し, アイルランド出生者の場合が１世帯に含まれる夫婦家族数が少
し高いという特徴をそこに認めることができる｡ これはイングランド・ウェールズにおける
アイルランド出生者と同じ傾向であり, そこに移民家族の世帯形成における性格が顕現して
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58) 拙稿, 2005, 10.
59) Brenda Collins, The Origins of Irish Immigration to Scotland in the Nineteenth and Twentieth Centuries,
in T. M. Devine (ed.), Irish Immigrants and Scottish Society in the Nineteenth and Twentieth Century, John
Donald Publishers, 1991, 14.
いるものといえる｡ すなわち移民の場合１世帯や１部屋に複数の家族が居住する可能性が高
いものと見てよい｡
表３はスコットランドにおけるアイルランド移民家族の世帯主単位による世帯規模を示し
たものである｡ それをみるとスコットランド出生者は１～３人ではアイルランド出生者より
多くなっているものの, ５人以上では逆にアイルランド出生者が多くなっているという非対
称性が明らかに認められる｡ 表４は世帯内に属している夫婦家族規模を示したものであるが,
スコットランド出生者は２～３人が多く, 逆にアイルランド出生者は５人以上で多いという
非対称性がここでも確認される｡ それは平均夫婦家族規模にも反映されており, スコットラ
ンド出生者が3.6人, イングランド出生者が3.7人であるのに対してアイルランド出生者が
4.06人という数字にあらわれてきている｡ すなわち, 世帯規模と夫婦家族規模においてアイ
ルランド出生者はスコットランド出生者よりも規模的に大きいという特徴がそこから抽出す
ることができるであろう｡ しかしそれはアイルランド本国の1901年の平均世帯規模が4.9人,
平均家族規模が4.8人であり, それよりも小規模であることを明らかに示している60)｡
そこでそのように世帯規模が大きくなる１つの原因であるとみなされる子供数をつぎにみ
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60) 拙稿, 2004, 69
表３．スコットランドにおける世帯主単位による出生地別世帯規模（1881年, ％)
アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者
１人 4.4 7.4 4.8
２人 12.8 14.3 14.6
３人 14.2 15.2 16.0
４人 15.0 15.0 15.9
５人 14.4 13.5 14.3
６人 13.0 11.4 11.9
７人 10.1 8.7 8.7
８人 7.3 6.2 5.7
９人 4.4 3.7 3.5
10人以上 4.5 4.6 4.7
計 80662 649195 18853
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
表４．スコットランドにおける世帯主単位による出生地別夫婦家族規模
アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者
２人 20.3 21.4 23.5
３人 17.5 18.0 19.1
４人 16.6 16.6 17.2
５人 14.6 14.1 14.4
６人 12.0 11.3 10.3
７人 8.5 8.1 7.1
８人 5.5 5.4 4.3
９人 3.0 2.8 2.2
10人以上 2.0 2.1 1.6
計 71840 528285 16309
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
ることにしよう｡ まず平均子供数を世帯単位で見ておくと, アイルランド出生者が2.5人で
多く, スコットランド出生者とイングランド出生者とは2.2人になっている｡ 表５はスコッ
トランドにおける出生地別子供数を示したものである｡ それを見れば, 子供のいない場合は
スコットランド出生者に多いが, 人数別子供数に関しては１～７人までの子供数がアイルラ
ンド出生者の方が多くなっているのである｡ その内訳をみておくと, アイルランド出生者と
スコットラン出生者ともに１人の子供数が一番多く, それぞれ17.6％と17.2％であるが, ２
人以降では減少してくる｡ アイルランド出生者の子供数は４人までが60.3％, ５人以上が
18.3％であり, スコットランド出生者ではそれが55.1％と16.3％をそれぞれ示している｡
さらにその特徴はスコットランドにおける未婚子数の割合をみればより明確になるだろう｡
男子の未婚子数をみるとスコットランド出生者では未婚子がいない割合が80.1％であるのに
対して, アイルランド出生者では60.3％であり, 逆に未婚子の割合が多いという特徴を認め
ることができる｡ この特徴は女子でも同様になっている｡ すなわち, スコットランド出生者
の場合には子供は早い段階で離家し就業するか, あるいは結婚を選択する可能性があるのに
対して, アイルランド出生者の場合には, 晩婚化, 未婚化, 一生の独身化を選択し, 家族に
残留して家族形成をしていることが顕著に現れている｡ そしてそれが世帯規模や家族規模の
大規模化の原因であるといえよう｡ 19世紀末から20世紀初頭にはアイルランド送出元におい
ても晩産化, 未婚化, 独身化の特徴が認められている61)｡ これは世帯類型と就業構造で後述
するように, そのような家族形成がアイルランド移民の家族戦略であったのではないかと考
えるのである｡
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表５．スコットランドにおける出生地別子供数（1881年：％)
アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
０人 21.5 28.6 28.1 27.8
１人 17.6 17.2 18.1 17.3
２人 16.5 15.3 16.1 15.4
３人 14.5 12.6 13.5 12.8
４人 11.7 10.0 9.8 10.2
５人 8.3 7.2 6.5 7.3
６人 5.3 4.7 4.1 4.7
７人 2.9 2.5 2.1 2.5
８人 1.2 1.2 1.0 1.2
９人 0.4 0.4 0.4 0.4
10人以上 0.2 0.3 0.2 0.3
合計 80662 649195 18853 749710
(注）世帯主の出生地別による子供数である。実際にスコットランドで出生した場合でもアイル
ランドに含まれている。
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
② アイルランド移民の世帯類型
アイルランド移民の世帯類型を検討する前に, まずそれぞれの世帯主の平均年齢をみてお
くと, それはスコットランド出生者が一番高く47.3歳, アイルランド出生者が44.5歳, イン
グランド出生者が44.1歳をそれぞれ示している｡ それを年齢コーホートで示した表６をみれ
ば, アイルランド出生者では4049歳層が一番多く28.7％, 3039歳の24.0％, 5059歳の19.3
％という順序である｡ スコットランド出生者では3039歳層が一番多く22.3％であり, 以下
4049歳層の21.6％, 5059歳層の18.4％という順序である｡ そしてスコットランド出生者で
は60歳以上層も24％でコンスタントに各年齢コーホートが認められるのに対して, アイルラ
ンド出生者では60歳以下層に限定された分布が認められるのである｡ そして60歳以上層は
14.9％とかなり低い数字で, それは世代限定的性格を示している｡ すなわちアイルランド出
生者の世帯主年齢はスコットランド出生者のそれよりも１段階コーホートが高くなっている
ことを示している｡ しかし60歳以上層の少ない限定した分布はアイルランド移民のもつ１つ
の特徴といえるだろう｡ その原因としてアイルランド移民のスコットランドへの移住が実は
アメリカへの移住の中継地としての役割であったという指摘があるが62), それも１つの説明
要因になると思われる｡
1845年の大飢饉に移民した人々はすでに50歳代以上であると考えられるが, それ以降もア
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表６．スコットランドにおける世帯主の出生地別年齢の分布（1881年, ％)
アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
19歳以下 0.1 0.3 0.3 0.3
2029 12.7 13.2 15.8 13.2
3039 24.0 22.3 27.3 22.6
4049 28.7 21.6 24.0 22.5
5059 19.3 18.4 16.1 18.5
6069 10.7 14.2 10.7 13.8
7079 3.3 7.7 4.5 7.1
8089 0.8 2.0 1.1 1.9
90歳以上 0.1 0.1 0.1 0.1
計 80858 650447 19282 750587
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
表７．スコットランドにおける世帯単位の世帯類型（出生者別, ％)
アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
１．１人住まい 7.1 10.6 8.7 10.2
２．非家族世帯 3.1 6.8 3.8 6.2
３．単純家族世帯 73.8 64.9 70.3 66.0
４．拡大家族世帯 13.9 15.5 13.4 15.3
５．多核家族世帯 2.0 2.0 1.6 2.0
計 80977 650767 19302 751046
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
62) Brenda Collins, 1991, 12. ここでコリンズはスコットランドがアイルランド移民にとって繊維労働
者の場合にニューハンプシャーやマサチューセッツへ, 炭鉱労働者の場合にペンシルヴァーニア, オ
ハイオ, イリノイへの中継地としての役割を指摘している｡
イルランドからの移民が継続していたことをこの世帯主年齢からも明らかにされるのである｡
表７はハメル＝ラスレットによる世帯分類にもとづいてアイルランド出生者, スコットラ
ンド出生者, イングランド出生者別に世帯単位で示したものであり, 表８はそれを個人単位
で示したものである｡ 表７によれば, アイルランド出生者は単純家族世帯が73.8％で一番多
く, 拡大家族世帯が13.9％, １人住まいが7.1％, 他方スコットランド出生者は単純家族世
帯が64.9％, 拡大家族世帯が15.5％, １人住まいが10.6％であり, アイルランド出生者とス
コットランド出生者ともに単純家族世帯が支配的形態であるが, 他方スコットランド出生者
では１人住まいの世帯主の多さも特徴であると見てよい｡
そして表８の個人単位における世帯類型をみてもアイルランド出生者は単純家族世帯が支
配的形態であることが確認されるが, その場合にそれらの両者の割合の差が縮小しているも
のとみられる｡ このようなスコットランドにおけるアイルランド移民の世帯類型をイングラ
ンド・ウェールズと比較すれば, スコットランドにおけるアイルランド移民もイングランド
・ウェールズにおけるアイルランド出生者と近似した性格を内包させていることが理解され
る｡ すなわち, イングランド・ウェールズにおけるアイルランド出生者の世帯主単位の世帯
類型は単純家族世帯が73.8％で, スコットランドとまったく同じ分布を示し, 以下拡大家族
世帯が12.3％, 多核家族世帯が2.4％, １人住まいが7.6％をそれぞれ示しているが, そこに
大差はまったく認められないのである63)｡
しかし表９は個人単位の世帯類型を示しているが, それは表８に ｢無関係の人々｣ を加え
た世帯分類である｡ この ｢無関係の人々｣ とはサーヴァント, 寄宿人, 間借り人, 一時的訪
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表８．スコットランドにおける個人単位の世帯類型（出生者別, ％)
アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
１．１人住まい 3.3 3.4 2.6 2.5
２．非家族世帯 3.5 5.0 5.5 4.9
３．単純家族世帯 72.9 70.7 70.9 71.0
４．拡大家族世帯 16.7 18.7 17.8 18.6
５．多核家族世帯 3.4 3.1 3.3 3.1
計 174742 2967515 69410 3211667
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
表９．スコットランドにおける個人単位の世帯類型（出生者別, ％)
アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
０．無関係の人々 17.6 9.8 18.3 10.5
１．１人住まい 2.7 2.1 2.0 2.2
２．非家族世帯 2.9 4.5 4.2 4.4
３．単純家族世帯 58.7 63.2 54.0 62.6
４．拡大家族世帯 13.5 16.8 13.6 16.5
５．多核家族世帯 2.7 2.7 2.4 2.7
計 217595 3324506 90676 3632777
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
問者などを含んでおり, かれらは世帯を形成していない人々である｡ それをみれば, アイル
ランド出生者では ｢無関係の人々｣ が17.6％であり, スコットランド出生者での9.8％より
多い分布を示しており, アイルランド移民が単に集合して生活していることを意味しており,
それは移民のもつ特徴の１つであると考えることができよう｡
表10はハメル＝ラスレットによる世帯類型の下位分類を示したものである｡ それによると
アイルランド出生者の場合, 単純家族世帯で 3bの核家族が50.2％で一番多く, その割合は
スコットランド出生者の44.2％よりも多い｡ また 3dの子供のいる寡婦が少し多い (10.4％
と8.6％) 分布も認められる｡ そして拡大家族世帯では逆にスコットランド出生者の場合に
4bの下向的拡大が少し多い (8.0％と6.8％) という違いがみられる程度である｡ 表11はハメ
ル＝ラスレットによる世帯類型の下位分類を個人単位で集計したものである｡ それによると
単純家族世帯では 3bである核家族はアイルランド出生者とスコットランド出生者において
世帯単位のような大きな相違がなく, アイルランド出生者では 3aの子供のいない夫婦の割
合が少し多くなっていることに違いが認められるのである｡ すなわちそこに出生力コントロ
ールが若干影響しているとみなすことができないだろうか｡
つぎにアイルランド出生者とスコットランド出生者の家族形成に反映されるであろうとい
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表10．スコットランドにおける世帯主単位の世帯類型
（アイルランド出生者・スコットランド出生者・イングランド出生者別, ％)
アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
１．１人住まい
1a 4.8 5.1 4.8 5.1
1b 2.3 5.5 3.9 5.1
２．非家族世帯
2a 1.3 3.2 1.8 2.9
2b 1.8 3.6 2.0 3.3
３．単純家族世帯
3a 9.4 8.3 12.1 8.6
3b 50.2 44.2 47.1 44.9
3c 3.2 2.9 2.4 2.9
3d 10.4 8.6 8.4 8.8
3e 0.6 0.9 0.3 0.8
４．拡大家族世帯
4a 2.6 3.0 2.9 3.0
4b 6.8 8.0 6.0 7.8
4c 3.6 3.6 3.9 3.6
4d 0.9 0.9 0.6 0.9
５．多核家族世帯
5a 0.4 0.4 0.4 0.4
5b 1.2 1.2 1.0 1.2
5c 0.0 0.0 0.0 0.0
5d 0.4 0.4 0.2 0.4
5e 0.0 0.0 0.0 0.0
計 80977 650767 19302 751046
(注）ハメル・ラスレットによる世帯区分, 1a. 寡夫・寡婦, 1b. 未婚者
2a. 同居する兄弟姉妹, 2b. 他の同居する親族,
3a. 子供のいない夫婦, 3b. 子供のいる夫婦, 3c. 子供のいる寡夫, 3d. 子供のいる寡婦, 3e. 子供
のいる１人母
4a. 上向的拡大, 4b. 下向的拡大, 4c. 水平的拡大, 4d. 4a-4c の結合
5a. 上向的副次単位を含む, 5b. 下向的副次単位を含む, 5c. 水平的副次単位を含む, 5d. 兄弟家族
5e. 5a-5d の結合
(出所）AHDA, Scotland 1881 Datafile
える続柄別世帯構成を示したのが表12である｡ これは同居親族集団の世帯主に対する関係別
構成と規模を100世帯単位で示した値である64)｡ それによるとスコットランドにおけるアイ
ルランド出生者では, 親族総数が14.1人, スコットランド出生者が36.7人, イングランド出
生者が38.3人をそれぞれ示し, そこにスコットランド出生者の方が2.6倍多く, 22.6人の差が
そこにあることが注目される｡ それをイングランド・ウェールズのデータと比較すれば, ア
イルランド出生者が16.2人, イングランド・ウェールズ出生者が27.3人であり65), そこには
どちらも受け入れ国の親族総数が多いこと, さらにスコットランド出生者のそれが10人多い
という顕著な特徴も認められるのである｡ ここでアメリカにおけるアイルランド出生者とア
メリカ出生者の親族総数を比較のためにみておくと, アイルランド出生者の親族総数が15.0
人であるの対してアメリカ出生者のそれは33.6人であり, それはスコットランドにおけるス
コットランド出生者に近い数字であるといえる66)｡ アイルランド出生者の親族総数がグレー
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64) Richard Wall, The Household: Demographic and Economic Change in England, in R. Wall (ed.), Family
Forms in Historic Europe, Cambridge University Press, 1983, 500.
65) 拙稿, 2005, 17.
66) Integrated Public Use Microdata Series, IPUMS-2000, Volume1: User’s Guide, Page 1.1.13, Table 1. 4,
Frequency Table for Relative, Minnesota Population Center, University of Minnesotaから筆者が作成した｡
表11．スコットランドにおける個人単位の世帯類型
(アイルランド出生者・スコットランド出生者・イングランド出生者別, ％)
アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
１．１人住まい
1a 2.2 1.1 1.3 1.2
1b 1.1 1.3 1.3 1.3
２．非家族世帯
2a 1.3 1.7 1.2 1.6
2b 2.2 3.3 4.3 3.3
３．単純家族世帯
3a 8.1 3.7 6.8 4.0
3b 54.4 56.8 54.1 56.7
3c 2.3 2.5 2.0 2.5
3d 7.8 7.2 7.8 7.3
3e 0.3 0.5 0.2 0.5
４．拡大家族世帯
4a 3.8 3.9 3.6 3.9
4b 7.5 9.2 8.2 9.1
4c 4.3 4.4 4.8 4.4
4d 1.1 1.2 1.2 1.2
５．多核家族世帯
5a 0.8 0.6 0.7 0.6
5b 2.1 1.9 2.1 1.9
5c 0.1 0.0 0.1 0.0
5d 0.4 0.5 0.4 0.5
5e 0.0 0.1 0.0 0.1
計 174742 2967515 69410 3211667
(注）ハメル・ラスレットによる世帯区分, 1a. 寡夫・寡婦, 1b. 未婚者
2a. 同居する兄弟姉妹, 2b. 他の同居する親族,
3a. 子供のいない夫婦, 3b. 子供のいる夫婦, 3c. 子供のいる寡夫, 3d. 子供のいる寡婦, 3e. 子供
のいる１人母
4a. 上向的拡大, 4b. 下向的拡大, 4c. 水平的拡大, 4d. 4a-4c の結合
5a. 上向的副次単位を含む, 5b. 下向的副次単位を含む, 5c. 水平的副次単位を含む, 5d. 兄弟家族
5e. 5a-5d の結合
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
トブリテン, アメリカの２国のデータですべて低いという特徴は, アイルランド移民に共通
したものと見ておいてよいだろう｡ しかしスコットランドにおけるアイルランド出生者が一
番少ないことを示しているが, それはアイルランド移民の家族が単純家族世帯に収斂された
形態で編成されていたと判断されるべきであろう｡
そこで内訳に立ち入ってみておくと, アイルランド出生者の場合, 父母, 義理の父母が双
系的性格を持ちながら, スコットランド出生者より少し多く, 兄弟姉妹が４人であるものの,
下向的拡大親族であるオイ・メイ, 孫が極めて少ない分布をそこに認めることができる｡ そ
れはほぼイングランド・ウェールズのデータにおけるアイルランド出生者と同じ特徴を示し
ている｡ 他方, 受入れ側のスコットランド出生者の場合, それは上向世代である父母や義理
の父母が少ないものの, 水平的世代である兄弟姉妹, 下向的世代であるオイ・メイと孫が多
い分布を示していることに特徴をもつものといえる｡ それをイングランド・ウェールズのデ
ータと比較すれば, スコットランド出生者の方が兄弟姉妹と孫がイングランド・ウェールズ
出生者より多い傾向にあり, それが親族総数の多さに反映されることにもなっている｡
すなわちアイルランド移民の親族はスコットランドへの移住に限定されるわけではなく,
イギリス, アメリカ, カナダへの移住の選択肢もあったのであり, それらが兄弟姉妹の少な
さに影響を与えた１つの要因であるとみることもできる｡ またオイ・メイ, 孫の少なさはデ
ータの限界性, つまり彼らはアイルランド出生者ではなく, スコットランド出生者に含まれ
ている可能性もあるからである｡ しかしアイルランド出生者の家族構造には親族の世代限定
的性格をもつこととスリムな世帯編成をしていることに, その特徴が顕現しているものとみ
られてよい｡
親族以外の寄宿人, 間借り人をみれば, アイルランド出生者の場合, 寄宿人が21.2人, 間
借り人が16.6人であり, スコットランド出生者の割合である11.7人と8.0人と比較すれば, ア
イルランド出生者の割合が極めて多いことが注目される｡ それはイングランド・ウェールズ
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表12．続柄別世帯構成 100世帯あたりの親族員数（人)
イングランド・ウェールズ スコットランド
アイルランド
出生者
イングランド
出生者
アイルランド
出生者
スコットランド
出生者
イングランド
出生者
父母 3.1 2.1 2.6 2.3 2.3
義理の父母 3.1 1.7 2.2 1.7 2.0
兄弟姉妹 4.0 5.4 4.2 9.0 5.0
義理の兄弟姉妹 1.7 2.0 1.6 2.3 2.8
義理の子供 0.8 1.4 1.2 1.1 1.6
オイ・メイ 1.5 5.0 1.2 5.8 11.0
孫 0.6 8.4 0.6 12.9 11.5
その他の親族 1.4 1.3 1.0 1.6 2.1
親族総数 16.2 27.3 14.1 36.7 38.3
一時的訪問者 3.8 4.8 2.9 4.3 11.7
寄宿人 24.2 11.5 21.2 11.7 24.5
間借り人 24.4 11.7 16.6 8.0 23.9
サーヴァント 11.6 21.8 4.7 24.0 20.1
(出所）NAPP, GB 1881 Datafile, AHDS, Scotland 1881 Datafile
のデータにおけるアイルランド出生者と同じ傾向であり67), それは移民のもつ性格であると
みなせよう｡ つまりまず移住者は移民元での地縁, 血縁関係にもとづいて移住先の決定およ
び生活拠点を決定するだろうからである｡ また寄宿人や間借り人の世帯編成への加入は受け
入れ世帯においても家計収入を高める戦略と見られるのである｡
他方, サーヴァントに関してスコットランド出生者とイングランド・ウェールズ出生者で
は, それぞれ24.0人, 20.1人であり, アイルランド出生者の4.7人と大きな差が認められるが,
それは後述する就業構造で検討するようにアイルランド出生者の女性がサーヴァントを職業
としていることに起因しているものとみられるのである｡ このような状況はイングランド・
ウェールズのデータでも確認することができたのである｡
表13はスコットランドにおける寄宿人, 一時的訪問者数, サーヴァント数の分布を示した
ものあるが, それは先述の表12と関連性を強くもつ｡ それによると, アイルランド出生者の
場合, 寄宿人に関して１人が9.6％, ２人が5.0％, ３人が2.1％であるのに対してスコットラ
ンド出生者の場合, それは3.0％, 0.9％, 0.2％を占めるに過ぎず, そこに非対称的分布が強
く認められるのであり, それは移民家族に寄宿人が寄生している状況をよく示したものとい
えるのである｡
このような寄宿人の特徴はすでにコリンズにより指摘されている｡ コリンズは1851年と
1861年センサス個票をデータとして次のような事例を紹介している｡ キャヴァンから移住し
てきて, ダンディーに居住するオーエン・クラーク (世帯主) は1851年に妻 (デリー出身)
と同じアイルランドのキャヴァン出身の寄宿人である８人で世帯を形成していた｡ 彼は織布
工 (weaver) であったが, 寄宿人のうち４人が製粉工場の労働者, ２人が織布工, １人が
鉄道労働者, １人が無職という職業構成であった｡ それを世帯類型からみれば単純家族世帯
であった｡ しかし, 1861年には４人の拡大家族世帯に変化していた｡ つまり1851年に寄宿人
であった２人が妹と弟に世帯主との関係が変化して記載されており, それに娘が１人出生し
ていたのである｡ すでに他の６人の寄宿人は1861年の記載から消滅していたのであるが, そ
の中の寡婦 (50歳) は世帯主の母親だったと思われるのである｡ そこにはセンサス記載上の
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表13．スコットランドにおける出生地別寄宿人数, 一時的訪問者数, サーヴァント数 (1881年, ％)
寄宿人数 一時的訪問者数 サーヴァント数
1 2 3 1 2 3 1 2 3
０人 81.3 89.9 89.8 95.6 95.7 92.4 98.0 89.2 85.0
１人 9.6 6.7 6.5 3.0 3.2 4.8 1.5 6.4 8.2
２人 5.0 2.3 2.3 0.9 0.7 1.4 0.3 2.3 3.3
３人 2.1 0.7 0.7 0.2 0.2 0.5 0.1 1.0 1.5
４人 1.1 0.3 0.4 0.1 0.1 0.3 0.0 0.5 0.7
５人以上 0.8 0.2 0.2 0.0 0.0 0.3 0.0 0.4 1.2
(注）１＝アイルランド出生者, ２＝スコットランド出生者, ３＝イングランド・ウエールズ出生者
(出所) AHDS, Scotland, 1881 Datafile
問題があり, すでに1851年に拡大家族世帯 (4dタイプ) であったことがわかる｡ そして10
年間に寄宿人の大部分が消滅するという変化がそこに認められたのである｡ したがって, こ
の事例は寄宿人の一時的滞在型の性格とセンサスの記載上の問題点を強く示すものといえ
る68)｡
以上のアイルランド移民の世帯規模, 世帯類型の分析からスコットランドにおけるアイル
ランドの移民家族の構造は単純家族世帯が支配的形態であったと判断されるのであるが, そ
のような移民家族の構造と就業構造を関連付ける作業を次にしておこう｡
③ アイルランド移民の家族と就業構造
表14は世帯主職業を職業分類の414種類のなかから全体の職業の割合とアイルランド出生
者の職業が0.3％以上の職業を抽出して示したものである｡ アイルランド出生者の場合, そ
れらの職業は58種類にわたっているが, そのなかで一番多い職業は一般労働者の14.9％であ
る｡ 以下２％以上の職業をあげると鉄工業の6.0％, 炭鉱夫の5.9％, 農業労働者と家内サー
ヴァントの3.3％, 石工職の3.0％, 靴の製造・販売の2.5％, 造船業の2.3％, 鉄鉱石の鉱夫
の2.1％という順序になっている｡ つまりこれら９種類の職業により43％が占められている
が, １％以上の職業では12種類で16.8％が占められており, それらの21種類の職業で, 全体
の60％が集中していることを特徴として認められるとともに, 一般労働者や鉱工業労働に従
事する不熟練・半熟練労働者の多さが認められたのである｡ そしてアイルランド出生者の職
業に綿製品製造, リンネル製品製造が少ない割合であるが認められるのは注目されよう｡ つ
まりアイルランド出生者における人々なかでアイルランドでリンネル工業に従事していたも
のが継続してスコットランドで同じような繊維産業に就業していた可能性があるのであり,
それはコリンズによりダンディー (Dundee) とペーズリー (Paisley) の事例で指摘されて
いる69)｡
他方スコットランド出生者の場合には, 一番多い職業は農業の8.6％であり, 以下２％以
上の職業では農業労働者の5.9％, 一般労働者の4.0％, 炭鉱夫と家内サーヴァントの3.0％,
漁業の2.3％, 大工職の2.5％, 石工職の2.1％という順序をしめし, ８種類の職業で28.4％占
めている｡ また１％以上の職業では９種類であり, それは13.4％を占めているが, 全体で１
％以上の職業への集中度は41.8％に過ぎず, アイルランド出生者より職業の分散化が認めら
れることに注目しておきたい｡
つまり, アイルランド出生者とスコットランド出生者の世帯主職業を比較すれば, アイル
ランド出生者の場合には特定の鉱工業関連へ集中した就業構造であり, グラスゴーに集中し
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68) Brenda E. A. Collins, Aspects of Irish Immigration into Two Scottish Towns during the Mid-Nineteenth
Century, Unpublished thesis, University of Edinburgh, 1978, 46.
69) Brenda Collins, Irish Emigration to Dundee and Paisley during the First Half of the Nineteenth Century,
in J. M. Goldstrom and L. A. Clarkson (eds.), Irish Population, Economy and Society, Clarendon Press,
1981, 2112.
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表14．スコットランドにおける世帯主の職業分布
（アイルランド出生者・スコットランド出生者・イングランド出生者別, ％）
コード 職業 アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
32 Schoolmaster 0.1 0.6 0.9 0.6
56 Domestic Indoor Servant 3.3 3.0 2.6 3.0
63 Charwomen 1.0 1.1 0.6 1.0
72 Commercial Clerk 0.2 0.8 1.3 0.8
81 Other Railway Officials and Servant 0.5 0.8 1.4 0.8
85 Carman, Carrier, Carter, Haulier 1.5 1.9 0.7 1.9
91 Seaman (Merchant Service) 0.4 0.8 1.7 0.8
95 Harbour, Dock, Wharf, Lighthouse Service 1.4 0.3 0.5 0.4
98 Messenger, Porter, Watchman 0.6 0.4 0.7 0.4
100 Farmer, Grazier 0.2 8.6 1.4 7.5
103 Agricurtural Labourer, Farm Servant, Cottager 3.3 5.9 1.4 5.5
104 Shepherd 0.0 0.9 0.4 0.8
112 Gardener (not domestic) 0.7 0.9 0.7 0.9
118 Gamekeeper 0.0 0.5 0.8 0.5
121 Fisherman 0.1 2.3 0.5 2.0
135 Fitter, Turner (Engine and Machine) 0.4 0.8 0.9 0.7
136 Boiler Maker 0.7 0.4 0.4 0.4
168 Carpenter, Joiner 0.7 2.5 1.3 2.3
169 Bricklayer 0.6 0.1 0.6 0.2
170 Mason 3.0 2.1 1.0 2.1
175 Painter, Glazier 0.4 0.7 0.7 0.6
177 Cabinet Maker 0.3 0.5 0.6 0.5
198 Ship, Boat, Barge Builder 2.3 0.5 0.7 0.7
208 Manufacturing Chemist 1.0 0.1 0.2 0.2
215 Lodging, Boarding House Keeper 0.5 0.6 0.6 0.6
222 Wine, Spirit-Merchant, Agent 0.5 0.8 0.8 0.7
225 Butcher, Meat Salesman 0.1 0.5 0.4 0.5
231 Baker 0.2 1.0 0.5 0.9
235 Suger Refiner 0.7 0.0 0.1 0.1
236 Grocer, Tea, Coffee, Chocolate Maker, Dealer 0.6 1.7 0.8 1.6
240 Woollen Cloth Manufacture 0.4 1.2 1.2 1.1
253 Cotton, Cotton Goods Manufacture 0.9 0.8 0.4 0.8
256 Flax, Linen-Manufacture, Dealer 0.6 0.9 0.2 0.8
262 Hemp, Jute, Cocoa Fibre Manufacture 1.1 0.4 0.2 0.5
269 Weaver (undefined) 0.5 0.4 0.2 0.4
270 Dyer, Printer, Scourer, Bleacher, Calenderer (undefined) 1.3 0.7 0.4 0.8
271 Factory Hand (textile, undefined) 0.5 0.6 0.4 0.6
275 Draper, Linen Draper, Mercer 0.1 0.5 0.5 0.5
282 Tailor 1.2 1.4 1.4 1.4
283 Milliner, Dressmaker, Staymaker 0.6 1.1 1.2 1.0
285 Shirt Maker, Seamstress 0.6 0.5 0.5 0.5
290 Shoe, Boot-Maker, Dealer 2.5 1.8 1.8 1.9
336 Coal Miner 5.9 3.0 2.4 3.3
337 Ironstone Miner 2.1 0.5 0.4 0.7
341 Miner, in other or undefined Minerals 0.8 0.3 0.1 0.3
344 Coal Marchant 0.5 0.2 0.2 0.3
347 Gas Works Service 0.6 0.2 0.2 0.2
348 Stone Quarrier 1.0 0.5 0.3 0.6
357 Brick, Tile-Maker, Burner, Dealer 0.7 0.2 0.2 0.2
363 Railway Labourer, Navvy 1.0 0.4 0.4 0.5
375 Iron Manufacture 6.0 1.7 3.8 2.2
377 Blacksmith 1.3 1.6 0.9 1.5
399 General Shopkeeper, Dealer 0.6 0.3 0.4 0.3
401 Costermonger, Huckster, Street Seller 1.1 0.2 0.4 0.3
404 General Labourer 14.9 4.0 3.0 5.1
405 Engine Driver, Stoker, Fireman (not railway, marine) 1.3 0.9 0.8 1.0
406 Artizan, Mechanic (undefined) 1.1 0.7 0.8 0.7
408 Factory Labourer (undefined) 1.5 0.6 0.6 0.7
合計 80977 650766 19302 751045
(注）全体の割合が0.3％以上である職業とアイルランド出生者の世帯主職業のなかで0.3％以上の職業を
リストした。
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
たいわば都市雇用労働者やインフォーマルな雑業層が多いのに対して, 第１次産業である農
民・畜産業・漁業従事者に占める比率はきわめて低く, 農業労働者の割合も低いのである｡
その原因の１つとしてアイルランドからの季節的農業労働者の存在があげられるが70), それ
はセンサスデータには反映されてこないのである｡
それに対して, スコットランド出生者の場合には職業に関して農業, 漁業という第１次産
業の従事が中心を占めながらも, それ以外の職業をもつ傾向が存在するという多極的性格を
持つ就業構造がみられ, そこにアイルランド出生者との就業構造のコントラストが明確に認
められる｡ つまりアイルランド出生者の世帯主職業は都市部に集中的に居住していることも
反映して, アイルランドの移民は不熟練・半熟練労働者が中核をしめ, イングランド・ウェ
ールズのデータと比較しても, それらの職業へのより集中性が顕著であることを示している｡
ところでそのような世帯主のもつ就業構造に対して家族員である配偶者, 子供たちはどの
ような就業構造を担っているのであろうか｡ すなわち家族のなかで稼ぎ手の中核である世帯
主以外の家族員はどのような形態で家族収入を最大限にするような家族戦略をとったのであ
ろうか｡
まず配偶者の就業状況を示したのが表15であるが, その抽出基準は世帯主と同じである｡
それによると, 全体の職業の種類は14種類であるが, それは世帯主の 1/4 である｡ アイル
ランド出生者の場合, 家内サーヴァントが2.2％で一番多く, 以下１％台はなく, 婦人帽・
服・コルセット製造, 綿製品製造, リンネル・ジュート製造が見られる程度であり, 全体で
就業者の８％を占めるに過ぎない｡ 他方スコットランド出生者の場合, 就業割合はさらに低
く, 3.3％のみである｡ 世帯主が女性の場合には職業に家内サーヴァントが多くなっている
こと, また世帯主が農業の場合には, 配偶者は雇用労働や自営業を選択するのではなく, 農
業の補助的役割を遂行している可能性があることも見逃せないだろう｡
つぎに息子の就業状況を示したのが表16であるが, これも世帯主と同じ基準で抽出したも
のである｡ 世帯主がアイルランド出生者であったとしても息子がスコットランドで出生した
場合にはスコットランド出生者にふくまれる可能性があるので, アイルランド出生者の世帯
主家族の成員であることを直接反映したものでないという限界性に留意しておかなければな
らない｡ しかしながら, 職業総数は54種類であり, そこには世帯主の就業構造と大きな相違
がないものとみられるのである｡ そこで内訳に立ち入ってみておくと, アイルランド出生者
の場合, 一般労働者が8.0％で一番多く, 鉄工業の6.0％, 炭鉱夫の5.0％, 造船業の2.4％,
機械熟練工の2.0％がそれぞれ２％以上の職業であり, それらは全体の23.4％を占める｡ そ
して１％以上では10種類あるが, それらには運送業, 運送・配送人, 大工, 石工, 染物工・
捺染工・漂白工, 靴製造, 鉄鉱夫, 缶製品製造, 工場労働者が含まれており, 13.2％を占め
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70) 齋藤英里, ｢アイルランド人季節移民と19世紀のイギリス農業｣, 『三田学会雑誌』 82巻特別号－Ⅱ,
1990, 78. そこから1880年におけるアイルランド人季節移民数がスコットランドへは3771人であり,
それは季節移民全体の16.5％であったことがわかる｡
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表15．スコットランドにおける息子の職業分布
（アイルランド出生者・スコットランド出生者・イングランド出生者別, ％）
コード 職業 アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
72 Commercial Clerk 0.9 1.5 2.5 1.5
81 Other Railway Officials and Servant 0.4 0.3 0.4 0.3
85 Carman, Carrier, Carter, Haulier 1.3 0.5 0.3 0.6
91 Seaman (Merchant Service) 0.3 0.2 0.2 0.2
95 Harbour, Dock, Wharf, Lighthouse Service 0.5 0.0 0.0 0.1
98 Messenger, Porter, Watchman 1.6 1.0 1.7 1.0
100 Farmer’s, Grazier’s-Son, Grandson, Brother, Nephew 0.1 1.7 0.5 1.6
103 Agricurtural Labourer, Farm Servant, Cottager 1.3 1.8 1.0 1.8
112 Gardener (not domestic) 0.3 0.2 0.2 0.2
121 Fisherman 0.0 1.1 0.1 1.1
126 Printer 0.3 0.3 0.5 0.3
133 Engine, Machine Maker 0.5 0.2 0.4 0.2
135 Fitter, Turner (Engine and Machine) 0.7 0.4 0.7 0.4
136 Boiler Maker 0.6 0.1 0.4 0.2
168 Carpenter, Joiner 1.0 1.2 0.8 1.2
169 Bricklayer 0.3 0.1 0.1 0.1
170 Mason 1.5 0.8 0.4 0.8
172 Plasterer, Whitewasher 0.3 0.1 0.1 0.2
174 Plumber 0.3 0.3 0.4 0.3
175 Painter, Glazier 0.5 0.4 0.5 0.4
198 Ship, Boat, Barge Builder 2.4 0.3 0.7 0.3
208 Manufacturing Chemist 0.4 0.0 0.0 0.0
222 Wine, Spirit-Merchant, Agent 0.3 0.1 0.2 0.1
225 Butcher, Meat Salesman 0.2 0.3 0.2 0.3
231 Baker 0.6 0.5 0.4 0.5
235 Suger Refiner 0.6 0.0 0.0 0.0
236 Grocer, Tea, Coffee, Chocolate Maker, Dealer 0.5 0.7 0.6 0.7
240 Woollen Cloth Manufacture 0.2 0.4 0.5 0.4
256 Flax, Linen-Manufacture, Dealer 0.6 0.2 0.2 0.2
262 Hemp, Jute, Cocoa Fibre Manufacture 0.5 0.2 0.2 0.2
263 Rope, Twine, Cord-Maker, Dealer 0.3 0.1 0.1 0.1
270 Dyer, Printer, Scourer, Bleacher, Calenderer (undefined) 1.6 0.4 0.2 0.4
275 Draper, Linen Draper, Mercer 0.2 0.4 0.4 0.4
282 Tailor 0.7 0.7 0.8 0.7
290 Shoe, Boot-Maker, Dealer 1.1 0.5 0.4 0.5
311 Oil Miller, Oil Cake-Maker, Dealer 0.3 0.0 0.0 0.0
322 Sawyer 0.3 0.1 0.0 0.1
336 Coal Miner 5.0 2.1 1.9 2.1
337 Ironstone Miner 1.7 0.4 0.2 0.4
341 Miner, in other or undefined Minerals 0.6 0.2 0.1 0.2
348 Stone Quarrier 0.5 0.2 0.1 0.2
357 Brick, Tile-Maker, Burner, Dealer 0.6 0.1 0.1 0.1
363 Railway Labourer, Navvy 0.3 0.1 0.1 0.1
365 Earthenware, China, Porcelain, Manufacture 0.4 0.1 0.2 0.1
366 Glass Manufacture 0.4 0.1 0.5 0.1
375 Iron Manufacture 6.0 1.0 1.9 1.1
377 Blacksmith 1.1 0.6 0.5 0.6
386 Tin, Tin Plate, Tin Goods-Manufacture, Worker, Dealer 0.3 0.2 0.2 0.2
390 Brass, Bronze Manufacture. Brazier 0.3 0.2 0.2 0.2
394 Bolt, Nut, Rivet, Screw, Staple Maker 0.5 0.1 0.2 0.1
404 General Labourer 8.0 1.3 1.1 1.4
405 Engine Driver, Stoker, Fireman (not railway, marine) 0.6 0.2 0.2 0.2
406 Artizan, Mechanic (undefined) 2.0 0.7 1.0 0.7
408 Factory Labourer (undefined) 1.0 0.4 0.4 0.5
414 Persons returned by Property, Rank & c. and not special occupation 25.4 37.6 42.6 37.4
合計 18352 836905 14419 899676
(注）全体の割合が0.3％以上である職業とアイルランド出生者の息子の職業のなかで0.3％以上の職業を
リストした。
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
ている｡ したがって息子の就業構造に関して１％以上の職業が全体で36.6％であり, 世帯主
と比較すれば, 未就業者の割合を考慮したとしても, 特定職業への集中性が低く, 一方で世
帯主と同じ職業を継承している側面と他方で世帯主が就業していない業種も認められ, そこ
に拡散性が読み取れるものいえる｡ しかしそのような拡散化のなかにも一部上昇的職業移動
が認められことも特徴とみてよい｡
他方, スコットランド出生者の息子の場合には所有財産により生活する人々や未就業者が
アイルランド出生者より多く全体の 1/3 以上占めているものの, 炭鉱夫が2.1％で一番多く,
以下１％以上で８種類みられるが, それは全体の10.6％を占めるに過ぎない｡ したがってス
コットランド出生者はアイルランド出生者より就業率が低いものと判断されるのである｡ し
かしスコットランド出生者の場合, 世帯主が農業の場合には, 息子も農業の補助的役割をも
つことがありうることもそこに考慮される必要がある｡
娘の就業状況を示したのが表17であるが, これも世帯主と同様の基準により抽出したもの
であるが, これにも息子の就業状況と同じ問題点を内包させており, 限界性を強く持つデー
タであるといえよう｡ それによると職業総数は30種類であり, 世帯主や息子より少ないもの
の配偶者より多く, 娘は家族戦略に参画しているものと予想させる｡ そこで, 内訳をみてお
くと, アイルランド出生者の場合, 綿・綿製品製造が一番多く5.8％を占め, 以下では家内
サーヴァントの5.4％, 一般労働者の4.0％, 婦人帽・服・コルセット製造の3.3％, 染色・捺
染・漂白などの作業の3.0％, リンネル・ジュート製造の2.4％, 織布工の2.3％, という順序
になっており, これら２％以上の職業で26.2％を占めている｡ それに１％台の職業が８種類
あるが, それらは11.7％を占めているのである｡ したがって, １％以上占める職業は38％で
あるが, その割合に無職の30％が大きく影響を与えているものと見られるものの, そこには
繊維関連工業の占める割合の多さが特徴として顕著に認められる｡ そしてつぎのスコットラ
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表16．スコットランドにおける配偶者の職業分布
（アイルランド出生者・スコットランド出生者・イングランド出生者別, ％）
コード 職業 アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
56 Domestic Indoor Servant 2.2 0.9 0.9 1.0
63 Charwomen 0.4 0.1 0.3 0.2
103 Agricurtural Labourer, Farm Servant, Cottager 0.4 0.5 0.1 0.5
253 Cotton, Cotton Goods Manufacture 0.7 0.3 0.2 0.3
262 Hemp, Jute, Cocoa Fibre Manufacture 0.6 0.2 0.1 0.7
269 Weaver (undefined) 0.3 0.2 0.1 0.2
271 Factory Hand (textile, undefined) 0.3 0.2 0.1 0.2
282 Tailor 0.3 0.0 0.1 0.1
283 Milliner, Dressmaker, Staymaker 0.8 0.3 0.9 0.4
285 Shirt Maker, Seamstress 0.4 0.1 0.2 0.1
401 Costemonger, Huckster, Street Seller 0.3 0.1 0.2 0.1
404 General Labourer 0.3 0.1 0.0 0.1
406 Artizan, Mechanic (undefined) 0.3 0.1 0.1 0.4
408 Factory Labourer (undefined) 0.6 0.2 0.1 0.2
414 Persons returned by Property, Rank & c. and not special occupation 12.5 24.3 18.3 41.0
合計 48582 433570 14842 496994
(注）全体の割合が0.3％以上である職業とアイルランド出生者の配偶者の職業のなかで0.3％以上の職業
をリストした。
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
ンド出生者と比較すればアイルランド出生者の娘の就業率が高いものと判断される｡
スコットランド出生者の場合, 家内サーヴァントが5.2％で一番高く, つぎが婦人帽・服
・コルセット製造の2.8％であり, １％台の職業が４種類のみである｡ したがって, それら
の分布には無職の割合が41.2％であるという影響を直接受けているものの, １％以上を占め
る職業は全体の12.8％占めるに過ぎないことも見逃せない｡ したがってスコットランド出生
者の娘の就業率はアイルランド出生者の娘よりかなり低いものといえよう｡ この娘の場合に
も世帯主が農業している場合には配偶者と同様補助的役割を持つことは予想できよう｡
以上においてスコットランドにおける家族構造を就業構造と関連付けて分析してきた｡ す
なわち世帯主, 配偶者, 息子, 娘の順序でそれぞれの就業構造が詳細に検討されたのである｡
そこからアイルランド移民の家族は単純家族世帯を編成原理としながら, 就業構造に関して
は家族成員がそれぞれ職業をもち, 結婚に関して晩婚化や未婚化の装置をとおしてより最大
限の幸福追求という家族戦略をもとめたものと判断されたのである｡ とくに都市居住者とい
う性格を強くもつアイルランド移民の家族における就業構造には世帯主 (父親) 息子ライ
ンが中核的役割を遂行しつつも, 配偶者 (母親) 娘ラインが補助的役割を遂行するという
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表17．スコットランドにおける娘の職業分布
（アイルランド出生者・スコットランド出生者・イングランド出生者別, ％）
コード 職業 アイルランド出生者 スコットランド出生者 イングランド出生者 合計
32 Shcoolmaster 0.5 0.6 0.8 0.6
56 Domestic Indoor Servant 5.4 5.2 3.2 5.1
63 Charwomen 0.6 0.2 0.2 0.2
98 Messenger, Porter, Watchman 0.3 0.2 0.4 0.2
103 Agricurtural Labourer, Farm Servant, Cottager 1.6 1.1 0.9 1.1
125 Bookbinder 0.5 0.2 0.3 0.2
232 Confectioner, Pastrycook 0.4 0.1 0.2 0.1
240 Woollen Cloth Manufacture 1.2 0.9 0.8 0.9
242 Worsted, Stuff, Manufacture 0.3 0.1 0.1 0.1
253 Cotton, Cotton Goods Manufacture 5.8 1.2 1.0 1.3
256 Flax, Linen-Manufacture, Dealer 1.7 1.1 0.6 1.1
260 Thread Manufacture, Dealer 1.0 0.3 0.2 0.3
262 Hemp, Jute, Cocoa Fibre Manufacture 2.4 0.7 0.7 0.7
263 Rope, TwineCord-Maker, Dealer 0.3 0.0 0.0 0.0
269 Weaver (undefined) 2.3 0.8 0.6 0.8
270 Dyer, Printer, Scourer, Bleacher, Calenderer (undefined) 3.0 0.5 0.4 0.6
271 Factory Hand (textile, undefined) 1.6 0.4 0.3 0.5
282 Tailor 0.8 0.2 0.3 0.2
283 Milliner, Dressmaker, Staymaker 3.3 2.8 4.1 2.9
285 Shirt Maker, Seamstress 1.5 0.3 0.4 0.3
290 Shoe, Boot-Maker, Dealer 0.3 0.1 0.2 0.1
328 Paper Manufacture 1.0 0.3 0.3 0.3
333 Paper Pox, Paper Bag Maker 0.3 0.1 0.1 0.1
357 Brick, Tile-Maker, Burner, Dealer 0.3 0.0 0.0 0.0
365 Earthenware, China, Porcelain, Manufacture 0.6 0.1 0.1 0.1
399 General Shopkeeper, Dealer 0.5 0.4 0.5 0.4
404 General Labourer 0.4 0.2 0.0 0.3
406 Artizan, Mechanic (undefined) 1.4 0.4 0.4 0.4
408 Factory Labourer (undefined) 4.4 1.4 1.0 1.4
409 Machinist, Machine Worker (undefined) 1.7 0.4 0.7 0.4
414 Persons returned by Property, Rank & c. and not special occupation 29.9 41.2 46.6 41.0
合計 16368 816616 14578 847562
(注）全体の割合が0.3％以上である職業とアイルランド出生者の娘の職業のなかで0.3％以上の職業をリ
ストした。
(出所）AHDS, Scotland 1881 Datafile
家族役割配置が明確に認められたのである｡ それはスコットランド出生者で農業を職業とし
ている場合には, 同じような世帯主 息子ラインと配偶者 娘ラインのそれぞれの家族役割
配置が認められるであろう｡ しかしスコットランドでのアイルランド移民の方がそのような
家族労働力の多い家族構造をもつことにより受入れ国であるスコットランドにおける適応を
選択したのであり, そのために単純家族世帯という小家族形態でその家族戦略が最大効果を
発揮することになったものとみられるのである｡
６. むすびにかえて
以上において1881年のスコットランドのセンサス個表をデータとしてスコットランドにお
けるアイルランド移民の特性を地域的属性, アイルラン移民の世帯規模, 世帯類型, 家族構
造と就業構造という側面から分析してきたのであるが, それを要約すればつぎのようになる
だろう｡
まずスコットランドにおけるアイルランド移民の地域分布に関して, それは1881年にはス
コットランドの5.9％の21.8万人であったが, 過半数がグラスゴーという大都市を含むラナ
ーク州に集中し, それらを含む南西部に73％が含まれるという局地的集中型という特徴を強
く持っていた｡ そして彼らは必然的に都市労働者家族を形成していた｡ したがってそれは就
業構造に強く反映されることになる｡ そして家族構造に関してはスコットランド出生者より
アイルランド出生者の方が単純家族世帯の割合が多く, その家族構造は出身元の家族構造と
相違し, 基本的に受入れ国のスコットランドに類似した単純家族世帯の形態に対応したもの
といえよう｡ つまり, アイルランドの伝統的家族を規定していた相続システムや縁組婚とい
う結婚システムにアイルランド移民の家族は, そのような規範に拘束される必要がなくなっ
たとみなしてよい｡ そしてそうすることによりアイルランド移民家族は移住先の家族構造に
適応した選択をすることになる｡ しかし家族の就業構造で検討したように, アイルランド出
生者の職業は, 世帯主, 息子ともに職種の特定されない不熟練・未熟練の一般労働者が多く
をしめ, それ以外では鉄工業, 炭鉱業, 造船業という鉱工業労働に従事する不熟練や半熟練
労働への就業構造が特徴として認められた｡ しかし, 世帯主より息子の方が職業の多様化,
上昇化が見られたことも特徴であった｡
それをスコットランド出生者と比較すれば, スコットランド出生者には第一次産業である
農業や漁業への従事が中核を占めながら, 他方で労働者として雇用されるという二極分化が
認められたのである｡ そして息子の雇用労働への就業率も低い傾向にあった｡ つまりスコッ
トランドの場合には, 農業, 漁業は家業的性格を強くもつことと大きく関連しているものと
みてよい｡
アイルランド出生者の場合には労働者家族が典型であると思われるのであり, その場合に
は世帯主 (父親) 息子ラインが家族の稼ぎ手の中心ラインを形成し, それに配偶者 (妻＝
母親) 娘が家内サーヴァントや繊維関連に従事するという補助ラインという性別役割分業
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体系が顕著に認められたのである｡ したがってアイルランド出生者の場合, 工業都市で家族
全員が就業することにより家族経済を維持するという家族戦略を選択するためにも, 核家族
が一番適応性を持つことができる形態であり, そこに未婚化や晩婚化の装置による出生率の
コントロールも作用しているものと推察されるのである｡ したがって以上のようなメカニズ
ムにより貧困であった思われるアイルランド移民が工業都市でアイルランド人のコミュニィ
ーを形成し, スコットランドで移民として適合することができたのではないかと考えるので
ある｡ つまり筆者が提起した仮説がある程度そこで検証することができたのではないだろう
か｡
以上で1881年のセンサスデータを史料としてスコットランドにおけるアイルランド移民の
家族構造と就業構造との関連性に焦点をおいて検討してきたのであるが, 本稿では筆者が提
起した仮説にもとづいて, 単にセンサスデータから抽出された結果およびそれに対する解釈
をおこなっただけにすぎない｡ したがってスコットランドにおけるアイルランド移民の送出
元の地域性や出身階層といった問題がまったく検討されていないのである｡ つまり, 抽出さ
れた結果を歴史的コンテキストと関連させて理解しなければならないという作業が残されて
いる｡ それらの残された問題は今後の課題としておきたい｡
[付記] 本研究を遂行するにあたって, いつもお世話になっている, ダブリン大学トリニティ・カ
レッジ, ルイ・カレン (Louis Cullen) 名誉教授, およびエセックス大学 AHDSのシューラー (Kevin,
) 教授とウラード (Matthew Woollard) 博士に深く感謝しておきたい｡ なお, 本稿は2004年
度桃山学院大学特定個人研究費助成による ｢欧米社会における家族構造の比較史的研究｣ の成果報告
である｡
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